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研究成果の概要（和文）：静岡県では、東海地震・南海トラフ巨大地震で甚大な被害の発生が想定されている。
末端の地域コミュニティにおいて防災体制を担う自主防災組織の結成率は高く活発であるが、女性の参画が限ら
れており、多様な視点による災害への備えには課題が多い。本研究は、事例調査を通して、女性が意思決定を担
える立場で参加し、ジェンダー・多様性への配慮の具体的な対策が定着されやすくなる条件を自主防災組織の組
織形態の別に整理した。

研究成果の概要（英文）：Huge damages are anticipated to occur by major earthquakes such as Tokai 
Earthquake and Major Nankai Trough Earthquake. In Shizuoka Prefecture, community-based disaster 
management organizations (jishubosaikai) are generally active covering most of the households. These
 organizations, however are highly gendered, with very few women among the main committee members. 
This study investigated in the necessary environment and required institutional arrangements for 
women’s meaningful participation and inclusion of gender and diversity perspectives in 
community-based disaster management activities according to the type of the organizations. 

研究分野：ジェンダー研究、社会地理学

キーワード： 地域防災　ジェンダー　多様性　地域組織　自主防災組織　災害対応
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域防災へのジェンダー視点の導入状況について、行政内部の体制や政策・計画内容の分析にとどまらず、女性
による防災活動を地域コミュニティの防災体制の要をなす自主防災組織に位置付けて実証的に示した。全国的な
傾向として担い手が男性に偏り高齢化が進む自治会・町内会のみに依存して地域防災活動を活性化しようとして
も限界がある。本研究課題の成果は、その状況を打開する契機となるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 
（１） ジェンダー視点による防災・災害対応の政策の導入状況 
東日本大震災（2011 年）以降、「防災基本計画」（中央防災会議）は、災害サイクル全体で男
女・多様な人々の参画を促進し多様なニーズに対応すべく改訂され、「男女共同参画の視点から
の防災・復興の取組指針」（2013年、内閣府男女共同参画局、2020年改訂）も示された。これ
らの政策に呼応し、市区町村では、地域防災計画の修正、防災会議の女性委員増加や危機管理部
署への女性職員配置、避難所運営指針の作成・改訂、女性防災人材育成などの取組が見られるよ
うになった。しかし、これらの取組は、主に行政組織内で実行可能なものが多く、地域コミュニ
ティの防災体制を担う自主防災組織や民間団体に働きかける活動は、まだ少ない。 

 
（２） 地域コミュニティの防災組織への女性の参加の現状 
地域コミュニティで平常時に避難訓練をし、災害時に救援や避難所運営を担うのは、地域住民
の自主防災組織である。静岡県の自主防災組織カバー率はほぼ 100％で、活動も活発である。自
主防災組織の 95％が自治会・町内会と一致する「自治会単独型」である。担い手の大半は退職
した世代の男性で、会長が 60歳以上の組織は 84％（70歳代は 22％）を占める。女性も様々な
活動をしているものの、性別役割分担は強固で、女性は役職から排除されている。役員に女性が
いない組織は 60％に上り[静岡県危機管理部 2016]、この比率はここ 10年あまりの間、増加し
ていない。 
静岡県内では、女性防災リーダー養成のための研修が盛んであり、多くの女性が受講すること
から、地域の防災に関与したいと願う女性は多い。しかし、研修を修了した女性の約半数が、「自
主防災会の役員が全て男性で入り込めない」、「女性の役割は炊事、救護とされ、それ以外に関わ
れない」、「前年踏襲で、若手や女性に提案させない雰囲気だ」などの理由で、学んだ成果を活か
せていない[静岡県くらし・環境部男女共同参画課 2014]。 

 
（３） 南海トラフ巨大地震などへの備えの課題 
女性の参画とジェンダーの視点に基づく地域防災体制の確立は、被災した男女の尊厳を守り、
性別や立場に応じて細やかにニーズに対応することで被災者支援の質を向上させるだけでなく、
地域コミュニティの防災力を高めるために不可欠である。 
一見活発な静岡県の自主防災組織は、現実には基盤となる自治会・町内会自体が、担い手の高
齢化と若年層を中心とした地域離れから硬直化・弱体化しつつあり、このままでは甚大な被害が
想定される東海地震・南海トラフ巨大地震で被害の拡大を有効に防止し得ず、ジェンダーの視点
による災害対応が機能しないと危惧される。 

 
（４） 高齢化、人口減少社会における自主防災活動の担い手 
近年、テーマ型市民活動団体、自治会、福祉・教育団体など多様な主体からなる「防災まちづ
くり型」（宮城県仙台市、兵庫県神戸市など）の自主防災組織が現れており、性別、年齢、立場
が多様な住民が協働できる事例が報告されている。しかし、全国的には、静岡県のような「自治
会単独型」が主流である。また、全国的な傾向として担い手が男性に偏り高齢化が進む自治会・
町内会のみに依存して地域防災活動を活性化しようとしても限界がある。 
 
２．研究の目的 

 
 本研究の目的は、東海地震・南海トラフ巨大地震で甚大な被害の発生が想定されている静岡県
を対象に、末端の地域コミュニティにおいて防災体制を担う自主防災組織に女性が意思決定を
担える立場で参加し、ジェンダーの視点が受容されて具体的な対策が定着しやすくなる条件を
明らかにすることである。 
そのために、女性の参画という点で先駆的な取組を行っている静岡県内外の自主防災組織を
対象に、参加者男女の概要、活動の内容と導入過程、関与する人々や地域組織・民間団体などの
実態を明らかにする。そして、得られた知見を地域コミュニティにおける防災の実践に反映する。 
 
３．研究の方法 

 
 本研究では、地域防災活動に女性が意思決定に関われる立場で参画し、ジェンダーの視点が取
り入れられている先進的な自主防災組織を少佐対象として少数選定した。そして、聴き取り調査
と防災活動の参与観察により、参加者男女、活動の内容と導入過程、関与する人々や地域組織・
民間団体などの概要を明らかにした。 

 
（１）「自治会単独型」である静岡県（静岡市、掛川市、湖西市）の自主防災組織を主対象とし、
地域で活動した（している）女性グループ、地域組織関係者、行政関係者、市民団体関係者など
に対して、防災・災害対応の活動のインタビューを行った。また、自主防災組織による活動と自
主防災組織の基盤となっている自治会・町内会の活動の参与観察を行った。同様のインタビュー
を「防災まちづくり型」の宮城県仙台市、および自主防災組織の基盤が明確でない状態で被災し



た福岡県朝倉市（2017年九州北部豪雨）で行った。 
 
（２）研究期間中に、台風 24号による停電（2018年）が発生した。子育て・介護や医療・福祉
ニーズへの影響が予想以上に深刻であり、調査対象である掛川市の１地区の住民である女性防
災リーダーの発案で、停電の影響に関するアンケート調査を急遽行った。このアンケート調査が
地域に提案され、実施される過程も参与観察を行った。同様に、調査期間中に発生した西日本豪
雨災害（平成 30年 7月）に際しても、災害対応の初動におけるジェンダー多様性配慮の状況を
観察するために、現地調査を実施した。 
 
（３）加えて、静岡市において、セクシュアル・マイノリティや発達障害者・児の自助団体にも、
災害時の不安や現状での備えに関する聞き取りを行った。これらの災害時要配慮者は、地域の防
災体制のなかでは、対応の必要性が認識されていても、具体的な対策が取られているケースが少
ない。 
 
（４）上記（３）の情報も踏まえ、自主防災組織の形態別に、地域防災に参加している女性たち
の特徴、女性による地域防災活動の内容、自主防災組織における女性の位置づけなどを把握した。
そして、自主防災組織がある地域の社会経済的、人口動態的な条件を考慮しつつ、女性の参画が
促進され、ジェンダー・多様性の視点による防災体制が具体的に進展する条件を検討した。 
 
４．研究成果 
 
（１） 地域防災に関わる女性たちの特徴 
 地域の防災活動に関わる女性たちのグループには、コアメンバーとでも呼べる核となる女性
がいる。彼女たちは、例外なく自治会・町内会の活動を熱心に行ってきており、加えて様々な地
域活動や市民活動の経験を持つ。子育て、児童福祉、動物愛護、障害者福祉、男女共同参画など
の専門性を備えるか、社会教育の場で学びを重ねてきた。その経験から、自治会・町内会の役職
者と既知であるだけでなく、行政や市民活動団体にも人脈を持つ。また、行政の側からも地域防
災力を強化する施策を自主的に推進してくれる存在として評価され、政策の変化や自治体が展
開する事業・補助金などの情報量も多い。 
 これらの女性たちは、東日本大震災などの大災害の実態を目の当たりにし、現状の自主防災組
織の活動では対応しがたい災害時の諸課題への不安から、自発的に防災の活動を開始した点で
共通している。行政や自治会・町内会の側から要請されて活動を始めた事例は、調査対象の中に
は、存在しない。 
 このことは、女性防災リーダーの育成を図る際の対象選定がどうあるべきかについて、示唆的
である。 
 
（２） 女性による地域防災活動の内容 
 女性による防災活動を、①現状の性別役割分担に沿ってよりよく役割を担うための活動、②現
状の権力の不均衡や固定的な役割分担の見直しにつながる活動に分けて考察した。①、②はそれ
ぞれ 1980年代以降の国際協力・開発学で使用されている実践的ジェンダーニーズと戦略的ジェ
ンダーニーズの概念[Moser 1993]に相当する。前者は、気づきやすく目の前の必要性に対応でき
るが、時として性別役割分担や不平等の固定化を招き、ケアや労働負担の集中を起こしかねない。
一方、後者は気づきにくく即座に変化が現れないが、不平等を解消し人々がエンパワーされるこ
とで地域社会そのものの変革の可能性を持つ。 
多様な活動内容が女性たちによって実施されている。断水時の調理、トイレ、子どものいる世
帯の災害への備えなどをテーマにした地域女性向けの講座という実践的ジェンダーニーズに焦
点をあてた活動がみられた。また、地域の備蓄の見直し（女性用品・育児介護用品に特化した女
性防災倉庫の設置）や、地区の公民館を妊産婦用の避難所として備えること（運営は女性たちが
行う）は、女性の実践的ジェンダーニーズに対応しつつ、地区の資源配分と意思決定のあり方を
変えるという意味で戦略的ジェンダーニーズにも対応する活動である。一方、あえて性別役割を
男女で入れ替えた防災訓練や、女性も作業班の責任者や運営委員として行う避難所開設訓練の
事例もみられた。地域防災の性別役割分担の解消と、意思決定の場の平等化が強く意識された活
動であり、戦略的ジェンダーニーズの側面が強い。 
「自治会単独型」の自主防災会では、実践的ジェンダーニーズに特化するのに対し、「防災ま
ちづくり型」で戦略的ジェンダーニーズを意識した活動がみられている。 
  
（３） 自主防災組織における女性の位置づけ 
 自主防災組織と町内会もしくは自治会が同一組織であるか、前者が後者を母体として結成さ
れている場合（「自治会単独型」）、平常時の町内会組織が、災害時にそのまま自主防災会委員へ
と横滑りして役割が割り振られることが多い。この場合、女性たちは町内会婦人部として平時に
は活動し、災害時には生活班や炊き出し班などとして避難所の生活支援（炊き出し含む）を行う。
組織形態上、女性たちのかかわり方として最も多くみられるパターンである。この場合、女性た
ちは、与えられた役割以外には、参画することが難しい。一方、「防災まちづくり型」の組織形



態の場合は、町内会以外の関与団体（福祉団体、子ども関連団体、NPO 組織など）に、女性のリ
ーダーが多いので、女性同士が相互に繋がり合ってより多くの役割を担い、リーダーシップを発
揮することが可能である。 
いずれの場合も、単位自主防災組織が複数集まって、小（中）学校区の連合自主防災組織を構
成する。単位自主防災組織では、副会長や班長などの役職に就く女性がみられるが、連合自主防
災組織になると、女性が意思決定の場に参加することは稀である。しかし、例えば指定避難所の
運営などは、単位自主防災組織ではなく小（中）学校区の連合自主防災組織が担っており、そこ
に女性の参画が全くないという状況が多くみられた。単位自主防災組織を超えた女性の参画の
確保が必要である。 
このような組織デザイン上の問題を解消するために、各町内会から女性自主防災委員が 2 名
ずつ選出され、これを横に束ねる形で地区の女性自主防災会を組織した地域もあった。町内会ご
との単位自主防災会の委員は基本的に全員男性で連合自主防災組織がつくられ、そこに女性自
主防災会が加わって、相互に活動を提案・助言し合っている事例もみられた。また、町内会の役
職のうち半数は女性とすることを規約で決め、防災に限らず町内会の委員や班長にも女性が多
いという地区もみられた。このような組織制度上の根本的な改革が本来であれば目指されるべ
きである。 

  

（４） 女性たち自身、自主防災組織役員男性、地域住民による女性の参画の認識 
 女性たちが担っている活動には、既述のとおり、災害時の子育て、介護、家事など、従来の性
別役割分業に沿った女性の責任に関する活動、すなわち実践的ジェンダーニーズに対応するも
のと、防災訓練の性別役割分担や備蓄物資の見直しなど、地区の資源や意思決定の権限の再配分
に関する戦略的ジェンダーニーズに対応するものの両方がみられる。一見して実践的ジェンダ
ーニーズのみに特化しているように見える活動――女性向けの災害時の調理法講座など――も、
この活動が行政の評価を得て好事例として周知され、他町内会から講習会の講師として招かれ
るようになると、女性たちの自信は高まり地域内での信頼も増して、自主防災会の中でも意見が
言いやすくまた受け入れられやすくなってきたという。すなわち、女性たちのエンパワーメント
と地域における承認、発言力の強化につながったという意味では戦略的ジェンダーニーズも充
足する可能性がある。 
防災活動を行う女性たちの側でも、あえて実践的ジェンダーニーズに訴える言説を積極的に
用い、不必要な摩擦を避けようとする傾向がある。女性の実践的ジェンダーニーズに訴えること
は、女性たちが地域の防災活動に参入することに地域の男女からの理解を得やすく、活動を容易
にしている。実践的なジェンダーニーズの充足という実績に裏打ちされてこそ、意思決定にかか
わることが出来る役職などの戦略的ジェンダーニーズに関わる活動を引き受けやすい。 
一方で、女性が地域の「防災リーダー」として住民から認められるのは、従来からの性別役割
分担で女性の役割とみなされている活動はや女性の生理的ニーズに関する活動は「男性にはわ
かりにくいし、男性が担うのは適切でない」という理由からである。それを超えて女性がリーダ
ーシップを発揮することは承認されていないと、防災活動を行う女性たちは認識している。 
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